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平成 24年 5月 15 日 

各 位 

会社名 株式会社 JBISホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 内池 正名 

(コード番号 3820 東証第一部) 

問合せ先 取締役 本多 修 

(TEL 03-3630-7014) 

定款の一部変更及び全部取得条項付種類株式の取得に関するお知らせ 

当社は、平成24年５月15日開催の取締役会において、平成24年６月19日に、第６回定時株主総会（以下「本 

定時株主総会」といいます。）及び当社の普通株式を有する株主様を構成員とする種類株主総会（以下「本種 

類株主総会」 といいます。） を招集し、 本定時株主総会に第１号議案 「種類株式発行に係る定款一部変更の件」、 

第２号議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」、第３号議案「全部取得条項付種類株式の取得の件」及 

び第４号議案「目的及び取締役の員数に係る定款一部変更の件」をそれぞれ付議し、本種類株主総会に議案 

「全部取得条項に係る定款一部変更の件」を付議することを決議し、本定時株主総会において、第１号議案 

ないし第３号議案が全て原案どおり承認可決され、かつ本種類株主総会において、議案が承認可決されるこ 

とを条件として、定款の一部変更により当社普通株式を全部取得条項付種類株式に変更のうえ、これを全て 

取得することといたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、当社普通株式は、上記手続の過程において、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」と 

いいます。）の有価証券上場規程に定める上場廃止基準に該当するおそれがあります。これらの事由により、 

当社の普通株式は、平成24年６月19日から平成24年７月26日の間、整理銘柄に指定された後、平成24年７月 

27日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所市場第一部において 

取引することはできませんので、ご留意下さいますようお願いいたします。 

記 

Ⅰ．当社の定款の一部変更について 

当社は、 平成24年６月19日に、 本定時株主総会及び本種類株主総会を開催し、 次のとおり議案を付議して、 

当社定款の一部変更を行います。 

１．本定時株主総会第１号議案「種類株式発行に係る定款一部変更の件」 

（１）変更の理由 

平成24年３月17日付当社プレスリリース「株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券に対する公 

開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」においてお知らせいた 

しましたとおり、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「公開買付者」といいます。）が、平成24年２月 

１日から平成24年３月16日まで、当社の普通株式に対して行った公開買付け（以下「本公開買付け」といい



­2­ 

ます。）により、公開買付者は、平成24年３月23日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社普通株式 

23,753,401株（平成23年12月31日現在における当社の総株主の議決権の数に対する割合は72.80%）を所有す 

るに至りました。また、当社の主要株主である日本証券金融株式会社（以下「日本証券金融」といいます。） 

は、その所有に係る当社普通株式4,059,527株につき、本公開買付けに応募したため、日本証券金融が所有す 

る当社普通株式は6,520,200株（平成23年12月31日現在における当社の総株主の議決権の数に対する割合は 

19.98%）となりました。本日現在、公開買付者及び日本証券金融は、合計して当社普通株式30,273,801株（平 

成24年３月31日現在における当社の総株主の議決権の数に対する割合は92.84%）を所有しています。 

公開買付者は、平成24年１月31日付公開買付者のプレスリリース「株式会社ＪＢＩＳホールディングス株 

券に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」において公表されておりますとおり、公開買付者及び当社 

のそれぞれが有する高価値のブランド、高い技術力、顧客からの信頼・実績を相互に活用・融合して、公開 

買付者と当社の間に高いシナジー効果をもたらすためには、公開買付者が、日本証券金融の所有する当社普 

通株式の一部（6,520,200株）を除き、当社の株式を全て取得し、最終的に公開買付者及び日本証券金融がそ 

れぞれ80.00％及び20.00％を目処として当社株式を所有することが望ましいものと判断し、本公開買付けを 

実施いたしました。また、公開買付者は、かかる目的を達成するために、当社の定款の一部変更等を含む一 

連の手続（以下「本非公開化手続」といいます。）を行うことを企図しています。 

当社といたしましても、平成24年１月31日付当社プレスリリース「株式会社エヌ・ティ・ティ・データに 

よる当社株券に対する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、独 

立した第三者算定機関であるＴＹコンサルティング株式会社から取得した株式価値算定書及び当社のリーガ 

ルアドバイザーである西村あさひ法律事務所からの助言を踏まえつつ、当社が置かれている事業環境及び経 

営状況等を総合的に考慮して、公開買付者からの提案を慎重に検討した結果、本公開買付け及び本非公開化 

手続を実施することが、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上にとって望ましく、かつ当社の株主の皆 

様にとっても適切であるとの判断に至りました。 

このため、当社は、公開買付者の要請に基づき、本定時株主総会及び本種類株主総会において株主様のご 

承認をいただくことを条件として、以下の方法により、本非公開化手続を実施することといたしたいと存じ 

ます（以下の①から③までを総称して、「本定款一部変更等」といいます。）。 

① 当社の定款の一部を変更して、当社において、従前の普通株式に加えて、下記（２）記載の定款変更案第 

６条の２に定める内容のA種種類株式（以下「A種種類株式」といいます。）を発行する旨の定款変更を行うこ 

とにより、当社を種類株式発行会社（会社法第２条第13号に定義するものをいいます。以下同じです。）とし 

ます。 

② 上記①による変更後の当社の定款の一部を追加変更して、 当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項 

（会社法第108条第１項第７号に掲げられた事項についての定款の定めをいいます。以下同じです。）を付加 

する旨の定款変更を行います。なお、全部取得条項が付加された後の当社普通株式を、以下「全部取得条項 

付種類株式」といいます。なお、全部取得条項付種類株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によっ 

て全部取得条項付種類株式の全部 （ただし、 当社が所有する自己株式を除きます。） を取得する場合において、 

全部取得条項付種類株式1株と引換えに、A種種類株式を0.0000003068株の割合をもって交付する旨の定めを 

設けるものとします。 

③ 会社法第171条第１項並びに上記①及び②による変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決議によ 

って、当社が全部取得条項付種類株式の株主様（ただし、当社を除きます。以下「本件株主様」といいます。） 

から全部取得条項付種類株式の全てを取得し、当該取得と引換えに、全部取得条項付種類株式１株につきA 

種種類株式を0.0000003068株の割合をもって交付いたします。なお、公開買付者及び日本証券金融以外の本 

件株主様に対して取得対価として交付されるA種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。また、交 

付されるA種種類株式が１株未満の端数となる本件株主様に関しましては、会社法第234条その他の関係法令 

の定めに従って、最終的には金銭が交付されることになります。
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上記③の手続の完了により、公開買付者及び日本証券金融のみが当社の株主となる予定です。 

本議案は、本定款一部変更等の一連の手続のうち上記①を実施するものであります。 

具体的には、会社法上、全部取得条項の付加された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされて 

いることから（会社法第171条第１項、第108条第１項第７号）、上記①は、当社普通株式に全部取得条項を付 

加する旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、当社の定款の一 

部を変更して、種類株式を発行する旨の定めを新設するものであります。かかる種類株式として、本議案に 

おいては、以下の定款変更案に定める内容のA種種類株式を設けるとともに、所要の変更を行うものでありま 

す。 

（２）変更の内容 

変更の内容は、以下のとおりです。なお、本議案に係る定款変更は、本定時株主総会において本議案が原 

案どおり承認可決された時点でその効力を生じるものといたします。 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、1億 

3,000万株とする。 

（新 設） 

第２章 株式 

（発行可能株式の種類および総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、1億3,000万 

株とし、このうち普通株式の発行可能種類株 

式総数は1億3,000万株、第６条の２に定める 

株式（以下「Ａ種種類株式」という。）の発 

行可能種類株式総数は、10株とする。 

（Ａ種種類株式） 

第６条の２ 当会社の残余財産を分配するときは、 

Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」 

という。）またはＡ種種類株式の登録株式質 

権者（以下「Ａ種登録株式質権者」という。） 

に対し、普通株式を有する株主（以下｢普通株 

主｣という。）または普通株式の登録株式質権 

者（以下「普通登録株式質権者」という。） 

に先立ち、Ａ種種類株式１株につき１円（以 

下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払 

う。Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者に対 

してＡ種残余財産分配額が分配された後、普 

通株主または普通登録株式質権者に対して残 

余財産の分配をする場合には、Ａ種株主また 

はＡ種登録株式質権者は、Ａ種種類株式１株 

当たり、普通株式１株当たりの残余財産分配 

額と同額の残余財産の分配を受ける。
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（単元株式数） 

第７条 当会社の単元株式数は、100 株とする。 

第３章 株主総会 

（新 設） 

（単元株式数） 

第７条 当会社の普通株式の単元株式数は、100 株 

とし、Ａ種種類株式の単元株式数は、１株と 

する。 

第３章 株主総会 

（種類株主総会） 

第17条の２ 第14条、 第15条および第17条の規定は、 

種類株主総会にこれを準用する。 

２． 第16条第１項の規定は、会社法第324条第１ 

項の規定による種類株主総会の決議にこれを 

準用する。 

３． 第16条第２項の規定は、会社法第324条第２ 

項の規定による種類株主総会の決議にこれを 

準用する。 

２．本定時株主総会第２号議案及び本種類株主総会議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」 

（１）変更の理由 

本議案は、本定款一部変更等の一連の手続のうち上記②を実施するものであります。すなわち、本定時株 

主総会第１号議案による変更後の当社の定款の一部を追加変更して、当社の発行する全ての普通株式に全部 

取得条項を付加してこれを全部取得条項付種類株式とし、かつ、当該全部取得条項に従い当社が株主総会の 

特別決議によって全部取得条項付種類株式の全部を取得する場合において、全部取得条項付種類株式１株と 

引換えに、本定時株主総会第１号議案「種類株式発行に係る定款一部変更の件」における定款変更に基づき 

新たに発行することが可能となるA種種類株式を0.0000003068株の割合をもって交付する旨の定款変更を行 

うものであります。 

具体的には、本定時株主総会第１号議案による変更後の定款の一部を追加変更し、当社普通株式に全部取 

得条項を付加する旨の定めとして、追加変更案第６条の３を新設するものであります。本議案が本定時株主 

総会及び本種類株主総会においてそれぞれ承認され、本議案による定款変更の効力が発生した場合には、当 

社普通株式は全て全部取得条項付種類株式となります。 

なお、本議案に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、株式買取請求に係る会 

社法第116条及び第117条の規定がありますが、本定時株主総会において第１号議案ないし第３号議案が全て 

原案どおり承認可決され、かつ本種類株主総会において議案が原案どおり承認可決された場合、本定款一部 

変更等の一連の手続のうち上記③の効力が発生することに伴い、会社法第117条第2項に基づく申立てが申立 

適格の喪失により不適法となる虞がありますので、ご留意下さい。 

（２）変更の内容 

変更の内容は、以下のとおりです。なお、本議案に係る定款変更の効力発生は、本定時株主総会において 

第１号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総会において本議案と同内 

容の定款変更議案が原案どおり承認可決されることを条件といたします。また、本議案に係る定款変更の効 

力発生日は、平成24年８月１日といたします。
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（下線は変更部分を示します。） 

第１号議案による変更後の定款 追加変更案 

第２章 株式 

（新 設） 

第２章 株式 

（全部取得条項） 

第６条の３ 当会社が発行する普通株式は、当会社 

が株主総会の決議によってその全部を取得で 

きるものとする。 

２. 当会社が前項の規定に従って普通株式の全 

部を取得する場合には、当会社は、普通株式 

の取得と引換えに、普通株式１株につきＡ種 

種類株式を0.0000003068株の割合をもって交 

付する。 

３．本定時株主総会第４号議案「目的及び取締役の員数に係る定款一部変更の件」 

（１）変更の理由 

①当社が、平成24年４月２日に、当社の完全子会社であった日本証券代行株式会社の発行済株式の全てを売 

却したことに伴い、現行定款第２条（目的）につきまして、同社の事業目的を削除するものであります。 

②平成24年１月31日付当社プレスリリース「株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券に対する公 

開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、公開買付者は、当社への取 

締役の派遣等を通じて当社の経営に参加し、公開買付者と当社の間のシナジー効果を早期に実現し、両社の 

企業価値を向上させることを目指しております。そのため、現行定款第18条（員数）につきまして、取締役 

の員数を10名から11名に増員するものであります。 

（２）変更の内容 

変更の内容は、以下のとおりです。なお、本議案に係る定款変更は、本定時株主総会において本議案が原 

案どおり承認可決された時点でその効力を生じるものといたします。 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営む会社の株式 

または持分を所有することにより、 当該会 

社の事業活動を支配、 管理することを目的 

とする。 

（1）～（8） （条文省略） 

（9） 株主名簿管理人 

（10）株式等の名義書換、新株引換その他 

の手続に関する代理 

（11）有価証券の受渡、輸送およびその売 

第１章 総則 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営む会社の株式ま 

たは持分を所有することにより、当該会社 

の事業活動を支配、管理することを目的と 

する。 

（1）～（8） （現行どおり） 

（削除） 

（削除） 

（削除）
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買代金取立 

（12）金銭および有価証券の貸付 

（13）有価証券の保管 

（14） 損害保険の代理業および自動車損害 

賠償保障法に基づく保険代理業 

（15）事務の代行 

（16）航空機、船舶、プラント設備、機械 

器具、車輌等のリース 

（17）不動産の賃貸借および管理 

（18）貨物利用運送事業 

（19）労働者派遣事業 

（20） コンピュータシステムによる計算及 

び情報処理サービス 

（21）有価証券の売買、市場デリバティブ 

取引または外国市場デリバティブ取引 

（以下「有価証券の売買等」という。） 

（22）有価証券の売買等の媒介、取次ぎお 

よび代理 

（23）有価証券の引受けおよび売出し 

（24） 有価証券の募集若しくは売出しの取 

扱いまたは私募の取扱い 

（25）私設取引システムの運営業務 

（26）口座管理機関業務 

（27）有価証券の保護預り、貸借その他の 

金融商品取引業に付随する業務 

（28）通貨の販売、売買の媒介、取次ぎお 

よび代理業務 

（29） その他金融商品取引業に関する業務 

（30）ビジネスマッチング業務 

（31） 事務とＩＴに関するコンサルタント 

業務 

（32）前各号に附帯する一切の業務 

第４章 取締役および取締役会 

（員 数） 

第18条 当会社の取締役は、10名以内とする。 

（削除） 

（9）有価証券の保管 

（削除） 

（10）事務の代行 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（11）ビジネスマッチング業務 

（12）事務とＩＴに関するコンサルタント 

業務 

（13）前各号に附帯する一切の業務 

第４章 取締役および取締役会 

（員 数） 

第18条 当会社の取締役は、11名以内とする。 

Ⅱ．全部取得条項付種類株式の取得について 

上記「I．１．（１）変更の理由」においてご説明申し上げておりますとおり、当社は、本定款一部変更等
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を行うことにより、本非公開化手続を実施いたしたいと存じます。 

本定時株主総会第３号議案は、本定款一部変更等の一連の手続のうち上記③を実施するものであり、当社 

は、会社法第171条並びに本定時株主総会第１号議案及び第２号議案による変更後の定款に基づき、本定時株 

主総会の承認を得て、 当社が本件株主様から全部取得条項付種類株式の全てを取得し、 当該取得と引換えに、 

次のとおり、取得対価として、上記変更後の定款により新たに発行することが可能となる当社A種種類株式を 

交付し、当社A種種類株式の数が１株未満の端数となる本件株主様に関し、１株未満の端数処理を行います。 

なお、本定時株主総会第３号議案が原案どおり承認可決された場合、本定時株主総会に先立って当該議案 

に反対する旨を当社に通知し、本定時株主総会において当該議案に反対した株主様及び本定時株主総会にお 

いて議決権を行使することができない株主様は、会社法第172条の定めに基づき、裁判所に対して取得価格の 

決定の申立てを行うことができるものとされております。 

１．全部取得条項付種類株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付種類株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第171条並びに上記変更後の定款に基づき、全部取得条項付種類株式の取得と引換えに、取得日（下 

記（２）において定めます。）において、取得日の前日の最終の当社の株主名簿に記載又は記録された本件株 

主様に対して、その所有する全部取得条項付種類株式１株につき、当社A種種類株式を0.0000003068株の割合 

をもって交付いたします。 

（２）取得日 

平成24年８月１日といたします。 

（３）その他 

全部取得条項付種類株式の取得の効力発生は、本定時株主総会第１号議案及び第２号議案がいずれも原案 

どおり承認可決されること、及び本種類株主総会において、第２号議案と同内容の定款変更に係る議案が原 

案どおり承認可決されること、 並びに第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件といたします。 

なお、その他の必要事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

２．当社A種種類株式の数が１株未満の端数となる本件株主様に関する１株未満の端数処理 

上記のとおり、公開買付者及び日本証券金融以外の本件株主様に対して当社が交付する取得対価である当 

社A種種類株式の数は、本非公開化手続が達成されるよう、１株未満の端数となる予定です。このように交付 

される当社A種種類株式の数が１株未満の端数となる本件株主様に関しましては、会社法第234条その他の関 

係法令の定めに従い、以下のとおりの１株未満の端数処理がなされ、最終的には金銭が交付されることにな 

ります。 

即ち、当社では、上記のように全部取得条項付種類株式の対価として本件株主様に交付することになる当 

社A種種類株式の１株未満の端数につき、その合計数（会社法第234条第１項により、その合計数に１株に満 

たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する数の当社A種種類株式を、会社法第 

234条の定めに従って売却し、 当該売却によって得られた代金をその端数に応じて本件株主様に交付いたしま 

す。 かかる売却手続に関し、 当社は、 会社法第234条第２項の定めるところに従い、 裁判所の許可を得た上で、 

当社A種種類株式を公開買付者に対して売却することを予定しております。 

この場合の当社A種種類株式の売却金額につきましては、 必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場 

合には、本件株主様が所有する全部取得条項付種類株式の数に310円（本公開買付けにおける当社普通株式１
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株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭が本件株主様に交付されるような価格に設定することを 

予定しております。ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等において 

は、実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

Ⅲ．上場廃止について 

本定款一部変更等の結果、当社普通株式は、東京証券取引所の有価証券上場規程に定める上場廃止基準に 

該当するおそれがありますので、当社普通株式は、平成24年６月19日から平成24年７月26日の間、整理銘柄 

に指定された後、平成24年７月27日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東京 

証券取引所市場第一部において取引することはできません。 

Ⅳ．本非公開化手続の日程の概要（予定） 

本非公開化手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 

本定時株主総会及び本種類株主総会招集に係る取締役会決議 平成24年５月15日（火） 

本定時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成24年６月19日（火） 

種類株式発行に係る定款一部変更の効力発生日 平成24年６月19日（火） 

整理銘柄への指定 平成24年６月19日（火） 

当社普通株式の売買最終日 平成24年７月26日（木） 

当社普通株式の上場廃止日 平成24年７月27日（金） 

全部取得条項付種類株式の取得及びA種種類株式の交付に係る 

基準日 

平成24年７月31日（火） 

全部取得条項に係る定款一部変更の効力発生日 平成24年８月１日（水） 

全部取得条項付種類株式の取得及びA種種類株式の交付の効力 

発生日 

平成24年８月１日（水） 

Ⅴ．支配株主との取引等に関する事項 

上記「Ⅱ． 全部取得条項付種類株式の取得について」に記載の全部取得条項付種類株式の取得（以下「本 

取得」といいます。）は、支配株主との取引等に該当します。 

当社は、コーポレート・ガバナンス報告書において「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保 

護の方策に関する指針」を定めてはおりませんが、支配株主との取引に係る取引条件については、その取引 

内容及び条件の公正性を担保するために必要な措置を講じ、取締役会において慎重な検討を行い、少数株主 

の利益を害することのないよう適切に対応することといたしております。 

当社は、本公開買付け及び本非公開化手続の公正性を担保するための措置及び利益相反の回避等のための 

措置として、平成24年１月31日付当社プレスリリース「株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券 

に対する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」の「２．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠 

及び理由」の「（３）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本 

公開買付けの公正性を担保するための措置」記載の各措置を講じた上で、本取得を含む本非公開化手続の実 

施を決定しており、 本取得の対価として本件株主様に交付することになる当社A種種類株式の売却金額につい
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ては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、本件株主様が所有する全部取得条項付種類 

株式の数に310円（本公開買付けにおける当社普通株式1株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭 

が本件株主様に交付されるような価格に設定することを予定しています。 

さらに、利益相反を回避するための措置として、当社の取締役のうち社外取締役である小島邦夫氏は、日 

本証券金融の顧問を兼務しているため、本日開催の当社取締役会における本取得を含む本定款一部変更等に 

関する議案の審議及び決議に参加しておらず、また、当社の監査役４名（うち２名は社外監査役）のうち、 

社外監査役である奈須野博氏は、日本証券金融の常務取締役を兼務しているため、利益相反を回避する観点 

から、上記取締役会における上記議案の審議に参加しておりません。なお、上記取締役会における上記議案 

の審議及び決議については、小島邦夫氏を除く当社の取締役全員が審議及び決議に参加し、参加した取締役 

の全員一致で、本取得を含む本定款一部変更等に係る議案を本定時株主総会及び本種類株主総会に付議する 

旨を決議しており、また、奈須野博氏を除く当社の監査役全員が審議に参加し、当社取締役会が上記決議を 

行うことについて異議がない旨の意見を述べております。 

また、当社取締役会は、上記決議に先立ち、公開買付者と利害関係を有しない当社の社外監査役（独立役 

員）である雨宮眞也氏に対し、当社取締役会による本取得の実施の決定が当社の少数株主にとって不利益な 

ものでないことに関する意見を諮問しました。その結果、当社取締役会は、平成24年５月14日付で、①本取 

得には目的の合理性並びに実施の必要性及び妥当性が認められること、②本取得の条件に公正性及び妥当性 

が認められること、 並びに③本取得の決定に至る過程に公正性及び妥当性が認められること等を根拠として、 

当社取締役会による本取得の実施の決定が当社の少数株主にとって不利益なものでないと判断する旨を内容 

とする意見書を入手しております。 

以上


